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悌 l段階選｜ I 学 部 l募集人員f志願者数抜合絡者数i受験者数｜倍
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右滋学科 人 149人 89人
衛生伎術学科 40 200 170 43 
理学療法学科 20 125 
作業療法学科 20 90 80 23 










































































































































































京大広報 1984. 4. 1 
近年になって，麻酔剤を中耳に注入したり，静
脈に注入する方法，頚部の後方にある大後頭神経
を麻酔する方法，中耳に副腎皮質ホルモンを注入
する方法など，いろいろな方法が試みられ効果を
認めたという報告もあります。また，耳鳴りの無
く資料＞
「国家公務員定員管理」についての
国立大学協会の要望書
このたび国立大学協会会長から， 「国家公務員
定員管理」について，以下のとおり文部大臣宛要
望書を提出した旨報告があった。
昭和59年3月19日
国立大学協会会長
平野龍一
要望書の提出について
政府は過般「臨時行政調査会の最終答申後における行
政改革の具体的方策について」の閣議決定（58.5. 24) 
を行い，この中で，国家公務員の定員管理に関し「技
能 ・労務職員等の採用抑制措置」を挙げておりますが，
これが全面的に実施されれば国立大学における教育 ・研
究業務の遂行に重大な支障をきたす虞れがあります。
このため，第6常置委員会でこれの対応について検討
を行い，その結果，早急に関係方面に善処方を求める要
望を行うべきとの結論となりましたので，同委員会作成
の要望書（案）を持ち回り理事会に諮ったうえ，去る 3月
13日， 文部大臣宛これを提出いたしました。
以上，技能・労務職員等の採用抑制j措置に関し緊急に
処置いたしましたので，同要望書の写を添えここにご報
告いたします。
庄三日
原 随園（本学名誉教授 ・文学博士）
3月25日逝去， 90歳。東京帝国大学文科大学卒。昭和
8年本学文学部教授就任，32年退官。その間評議員 (16
い側の耳に耳鳴り類似音を聞かせることによっ
て，耳鳴りが軽快したとの報告がなされています
が，残念ながら決定的な治療法はないのが現状で
す。
（保健診療所岩永迫孝）
昭和59年3月8日
文部大臣
森 喜朗殿
国立大学協会会長
平野龍一
「国家公務員定員管理」についての要望書
政府は臨時行政調査会の最終答申後における行政改革
の具体化方策（昭和58年5月24日閣議決定〉の中で「技
能・労務職員等が携わっている事務・事業については，
民間委託等の合理化措置を積極的に講ずることとし，こ
れら職員の採用は公務遂行上真に必要な場合を除き，昭
和59年度以降行わないものとする」ことを決定したが，
国立大学においては，6次にわたる定員削減への対応等
のため，既に可能な限りの民問委託等の合理化を進めて
いるところであり，この決定がわが国の行政改革と財政
再建のもとにおける止むを得ざる措置であるとは言え，
これによって大学教官の教育 ・研究に過重な負担を与
え，ひいては大学の使命である学術研究の発展と高等教
育の充実に停滞を生ずる恐れがあることを懸念する。
そもそも，国立大学における技能 ・労務職員の多く
は，大学の教育 ・研究を円滑に遂行するための職員であ
り，教育 ・研究に密接に関係した複雑かつ多様な業務に
従事している。従って，他省庁と異なりこれらの職種に
は長期の訓練と経験を必要とし，民間委託にはなじまな
いものが多い。
このような理由から，国立大学における教育 ・研究業
務の遂行と切り離すことのできない職務に携わる技能・
労務職員に関しては， 「公務遂行上真に必要な場合」と
して取扱われるよう強く要望する。
年～18年），附属図書館長（22年～24年），文学部長（23
年～25年及び27年～29年〉を歴任。同44年勲二等旭日重
光章受章。専門はギリシャ史。
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